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部材外周をねじふし鉄筋で補強した梁の破壊耐力に関する一考察 
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１．はじめに 

都市部のターミナル駅等においては大規模開発やリニューアルに伴う荷重

増加に対し，既存の構造物の経済的かつ合理的な補強工法が求められている．

そこで，空頭に制限がある狭隘箇所における人力による施工が可能な補強方法

として，ラーメン高架橋柱の補強工事に実績がある，ねじふし鉄筋（以下，RB

と呼ぶ）とコーナー支持材から構成される補強鋼材を用いた補強工法の適用を

検討している．本文では，RB による補強効果を定量的に評価する実験結果と

実験を再現する三次元解析の結果について報告する．     

２．試験概要および結果 

試験体諸元を表 1，梁内部の配筋状況，RB の配置状況を図 2に示す．載荷は，図 2に示すような単純支持の梁に

対して，スパン中央付近での 2 点対称の静的単調曲げ載荷とした．RB はコーナー支持材にボルトを 60N.m のトル

クにより締め付けを行った． 

 

 

 

 

 

   

せん断耐力は a/dが 3.2のため，コンクリート部材の断耐力の算定方法 1)を用い，式(1)により算出した．  

𝑉𝑐 = 0.20(0.75 + 1.4𝑑/𝑎) ∙ √𝑓′𝑐𝑑
3

∙ 𝛽𝑑 ∙ 𝛽𝑝 ∙ 𝑏𝑤 ∙ 𝑑 
                                         ・・・(1) 

(f ’cd：コンクリート強度，bw：ウェブ幅，d：断面有効高さ，βd：√1000 𝑑⁄
4

 ， βp：√100𝑝𝑐
3  ) 

最大荷重時の破壊状況を図 3に，荷重･RBのひずみ―変位

曲線を図 4に示す．荷重が 182kNに達した時点で，斜めひび割

れが発生し，荷重変位曲線の勾配が変化すると同時に RB のひ

ずみが増加しはじめた．最大荷重後，荷重変位曲線の傾きが緩

やかに低下した．斜めひび割れが入った時点のせん断耐力の

計算値はコンクリートの受け持つせん断耐力に概ね一致してい

た．最大荷重時の RB のひずみは 1166µ であり，降伏しなかっ

た． これは，RB がひび割れの進展の抑制について，一定の 

効果はあるが，帯鉄筋が入っていないため，ひび割れの幅が 
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図 1 補強工法概要図 

図 2 試験体概要 

表 1 試験体諸元 

図 3 最大荷重時破壊状況 

図 4 荷重・RBのひずみー変位曲線 
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大きく，RB が最大の効果を発揮する前に，ひび割れが卓越して

しまったためと考えられる． 

３．解析概要および結果 

図 2の試験体に対して，RB の補強効果を考慮できる三次元解

析を行った．モデルの寸法は試験体と同一とし，要素分割は１

辺が 50mm の立方体とすることを基本とした． 

鉄筋は，主筋を埋込み鉄筋要素で，RB を外ケーブル要素でモ

デル化し，主筋の付着モデルは完全付着とした．支持条件は，

試験時と同様に載荷板および支持板をモデル化し，左側の支持

位置では水平・鉛直方向を固定し（ピン支持），右側では鉛直方

向を固定した（ローラー支持）．また，実験では，静的単調曲げ

載荷としたが，解析では，載荷板最上部に鉛直方向の強制変位

（2mm/Step）を作用させた． 

材料特性値は表 2，3に示すように，試験時の材料試験の値を

用いた．コンクリートの応力 ⁻ひずみ関係は圧縮上昇域に

CEB-FIB’90の提案式 2)を用い，主筋，RB の応力―ひずみ関係は

バイリニア型とした．載荷板とコンクリート部材は剛結させる

が，コンクリート部材とコーナー支持材間にはインターフェイ

ス要素を配置した．なお，解析に用いたプログラムは汎用有限

要素解析ソフト ATENA (Ver.3.2.5)とした． 

図 5に試験体の荷重・RB のひずみ―変位曲線を実験値と比較

して示す．また，図 6 a)に解析における最大荷重の破壊状況，

図 6 b)に実験における試験終了時の破壊状況を示す．実験と同

様に，コンクリートのせん断耐力付近で荷重―変位曲線の勾配

が変わると同時に RB のひずみが増加しはじめた．最大耐力に

ついては，解析値は実験値に比べ，やや小さいものの，概ね一

致している．最大荷重時における RB のひずみについて，実験

に比べ，解析の方が大きい値となったが，実験と同様に降伏し

ていない．これはコーナー支持材とコンクリートの間のインタ

ーフェイス要素の特性値によると思われる．ひび割れの発生状

況や破壊性状については図 6 に示すように，解析結果は実験結

果と概ね一致していることがわかる． 

４．まとめ  

(1) 荷重がコンクリートのせん断耐力に達して斜めひび割れが発生

すると同時に，RBが効きはじめた． 

(2) RB部材を用いることで，脆性的な破壊にはならなかった． 

(3) 提示した解析モデルは実験のひび割れの発生状況や破壊性状，最大荷重について，概ね再現できている． 

(4) 最大荷重について，解析結果は実験結果に比べてやや小さいものの，概ね一致している．今後，コーナー支持材とコ

ンクリートの間のインターフェイス要素の特性値の検討を行い，解析精度を向上させたい． 
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表 2 コンクリート特性値 

表 3 鉄筋特性値 

表 4 インターフェイス要素特性値  

 

a)最大荷重時（解析） 

図 5 荷重・RBのひずみ―変位曲線 
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 図 6 破壊状況 
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